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【調査概要・回答企業に関するデータ】

➢調査期間 ： 2019年7月1日(月)～7月25日(木)

➢調査対象 ： 全国の企業経営者(うち約5割が当社ご契約企業)

➢調査方法 ： 当社営業職員が訪問により調査

➢回答企業数 ： 7,638社

➢調査内容 ： １．景況感 ２．災害への備え

全体
(占率)

北海道 東北
北関東

※
南関東

※
北陸・
甲信越

東海
関西

※
中国 四国

九州・

沖縄

合計 7,638 (100.0) 330 679 619 1,440 670 705 1,343 464 288 1,100

製造業 1,419 (18.6) 33 95 118 254 180 154 325 86 47 127

建設業 1,805 (23.6) 86 197 172 281 166 172 234 132 76 289

卸・小売業 1,702 (22.3) 68 154 111 310 126 158 328 97 77 273

サービス業 2,339 (30.6) 114 204 190 529 174 178 397 133 74 346

その他 282 (3.7) 23 26 16 56 18 23 50 13 12 45

無回答 91 (1.2) 6 3 12 10 6 20 9 3 2 20

創業年数 企業数 (占率)

10年未満 896 (11.7)

10～30年未満 1,940 (25.4)

30～50年未満 2,350 (30.8)

50～100年未満 2,035 (26.6)

100年以上 251 (3.3)

無回答 166 (2.2)

年齢 企業数 (占率)

40歳未満 421 (5.5)

40歳代 1,666 (21.8)

50歳代 2,120 (27.8)

60歳代 2,023 (26.5)

70歳以上 1,295 (17.0)

無回答 113 (1.5)

※当資料で表示する回答率(％)等は、
小数点第１位(回答企業の属性の占
率および景況感は小数点第２位)を
四捨五入した値を使用しています。

※特に記載がない場合、｢無回答｣を除
いた集計をしています。

※本調査は、当社ご契約企業を中心に
実施しており、各調査結果に若干の
偏りが生じる場合があります。

－ ご利用にあたって －

・本資料は、｢大同生命サーベイ｣の調査結果の開示を目的としており、当社の統一的な見解を示すものではありません。
・本資料は著作物であり、著作権法に基づき保護されています。引用する際は、｢出所：大同生命サーベイ(発行時期)｣と明記ください。
・本資料に基づくお客さまの決定、行為、およびその結果について、当社は一切の責任を負いません。

・本資料は、生命保険契約の募集を目的としたものではありません。

＜回答企業の属性＞

地域

業種

© Daido Life Insurance Company 2019

※北関東：茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県
※南関東：千葉県、東京都、神奈川県
※関西 ：滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県
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全体
(占率)

北海道 東北
北関東

※
南関東

※
北陸・
甲信越

東海
関西

※
中国 四国

九州・

沖縄

5人以下 3,393 (44.4) 131 273 287 703 237 284 660 202 121 495

6～10人 1,518 (19.9) 64 160 123 268 160 115 231 93 68 236

11～20人 1,164 (15.2) 53 111 107 201 104 115 182 78 48 165

21人以上 1,478 (19.4) 79 130 93 256 162 169 262 91 51 185

無回答 85 (1.1) 3 5 9 12 7 22 8 0 0 19

従業員規模

地域



調査
目的
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－ 調査結果のポイント －
Ⅰ 景況感

●｢業況ＤＩ(⾃社の現在の業況)｣は前⽉⽐▲0.9ptと悪化し、▲9.8ptとなりました。
●｢将来ＤＩ(⾃社の1年後の業況)｣は前⽉⽐＋2.1ptと改善し、▲0.1ptとなりました。
。
Ⅱ 個別テーマ：災害への備え

❶ 中⼩企業経営者のハザードマップの確認状況は、｢確認している｣が56％となりました。
都道府県別でみると、近年、⾃然災害による⼤きな被害を受けた地域をはじめ、｢南海トラフ地震｣
の被害が⼤きいと想定されている太平洋側で｢確認している｣が多くなりました。

❷ 災害に備えて｢実施している取組み｣は、｢データのバックアップ｣が45％と最も多く、次いで
｢安否確認⼿段の整備・周知｣が43％となりました。

➔ ｢ハザードマップを確認｣｢データバックアップを実施｣｢安否確認⼿段の整備・周知を実施｣が４〜５割程度と、
災害に対して危機意識を持っている中⼩企業経営者は半数にとどまっています。⾃然災害の多い⽇本に
おいて、災害から従業員の命を守り、事業を継続できるよう、さらなる災害への備えが望まれます。

災害発⽣時に被害を最⼩限に抑えつつ、事業を継続・早期復旧するためには、⽇頃からの備えが重要です。
9⽉1⽇の｢防災の⽇｣に向けて、防災や事業継続に対する意識や考えについて、中⼩企業の実態を調査しました。
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(％)
ｎ=7,236

確認している

存在を知らない

確認方法が

分からない

確認する

時間がない

確認する

必要がない

［2016.4］
平成28年熊本地震

［2018.7］
平成30年７月豪雨

［2018.9］
平成30年北海道
胆振東部地震

［2018.6］
大阪府北部地震

［2016.10］
鳥取県中部地震

［2017.7］
平成29年7月九州北部豪雨

［2015.9］
平成27年9月関東・
東北豪雨

［2014.9］
御岳山噴火

［2014.8］
平成26年8月豪雨

［2011.3］
東日本大震災

［2011.7］
平成23年7月新潟・福島豪雨

■ 60％以上
■ 50～60％未満
■ 50％未満

｢ハザードマップを確認している｣と
回答した企業の割合

＜都道府県別＞

45 43
38

34

15 15 14 13 11 5

データの
バックアップ

安否確認
手段の

整備・周知

備蓄の確保
(水・食料等)

避難場所の
確保

建物や塀
などの

耐震性の
確認・補強

資金調達
方法の確保
(災害時の

金融支援等)

棚・ＯＡ
機器など
の固定

燃料の確保 他企業や
関係団体
との協力

体制の構築

生産・物流・
保管拠点等
の複数化

(％)
ｎ=6,384

❶ 事業所所在地のハザードマップ確認状況

❷ 災害への備えとして｢実施している取組み｣
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・｢業況ＤＩ(⾃社の現在の業況)｣は前⽉⽐▲0.9ptと悪化し、▲9.8ptとなりました。
・｢将来ＤＩ(⾃社の1年後の業況)｣は前⽉⽐＋2.1ptと改善し、▲0.1ptとなりました。

(１)現在の業況と将来の⾒通しの推移

※複数回答
(％)

(２)景況感に影響を与えた要因
・景況感が前年同⽉から｢改善した｣と回答した企業では、｢国内景気の変動｣が35％と前年同⽉⽐

▲14ptと⼤幅に減少(悪化)しました。
・景況感が前年同⽉から｢悪化した｣と回答した企業では、｢世界景気の変動｣が16％と前年同⽉⽐

＋12pt、｢国際情勢の変化｣が13％と前年同⽉⽐＋6ptと増加(悪化)し、⽶中貿易摩擦や中国経済の
減速の国内への影響がうかがえます。

【改
善
し
た
】

【悪
化
し
た
】

将来ＤＩ(1年後の業況)

業況ＤＩ(現在の業況)

(pt)

▲0.1

▲9.8

・｢業況DI｣を業種別にみると、｢製造業｣で▲15.1pt、
｢卸・⼩売業｣で▲24.7ptと悪化し、ともに調査
開始(2015.10)以降で最も低くなりました。

(３)業種別の動向
・｢業況DI｣を従業員規模別にみると、全規模で

悪化しました。

(４)従業員規模別の動向

(pt) (pt)

▲24.7

▲6.7

▲15.1

4.3

▲19.3

1.4

Ⅰ 景況感
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改善が減少(＝悪化)

▲4.3

増加(悪化) 増加(悪化)
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・｢業況ＤＩ｣は、｢北関東｣など4地域で改善した⼀⽅、｢北陸・甲信越｣など6地域で悪化しました。
｢南関東｣｢九州・沖縄｣では、調査開始(2015.10)以降で最も低くなりました。

・｢地域内業況ＤＩ(※)｣は、全国平均で▲22.9pt(前⽉⽐±0)となりました。

(５)地域別の動向

2月 3月 4月 5月 6月 7月

業況ＤＩ ▲ 3.0 ▲ 4.6 ▲ 5.4 ▲ 4.9 ▲ 8.9 ▲ 9.8

地域内業況ＤＩ ▲ 13.1 ▲ 17.2 ▲ 18.9 ▲ 18.3 ▲ 22.9 ▲ 22.9

＜全国平均(直近6ヵ月)＞

(※)回答企業の本社が属する地域内全体の景況感を数値化したもの。
地域別の回答企業数には格差があることから、これを補完するため、
｢業況DI｣(自社の業況)とあわせて表示しています。

(pt)

4 © Daido Life Insurance Company 2019

▲50

▲25

0

25

2015

10

'16

1

'17

1

'18

1

'19

1

'19

7

2015

10

'16

1

'17

1

'18

1

'19

1

'19

7

(pt)
北海道 東北

東海

関西※

北陸・甲信越

中国

四国 九州・沖縄

▲14.3

※(北関東)茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県 (南関東)千葉県、東京都、神奈川県 (関西)滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県

▲16.1
▲32.5
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▲13.7

▲24.7

北関東※ 南関東※

業況DI

地域内業況DI

▲8.1

▲19.4

▲0.5

▲10.6

▲11.1
▲19.0

▲8.5

▲19.6

▲9.3
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▲15.6

▲21.1
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0.0
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［参考］ 自然災害の多い日本 (国土交通省ＨＰより)

・災害大国日本。美しい自然を持つ日本の国土は、一方で地形・地質・気象等の特性により災害に対し脆弱で、極めて厳しい自然条件にあります。

・国土の７０％を占めるといわれる山岳地帯は崩落しやすい地質等で構成され、そこから流れ出る河川は急勾配で洪水を起こしやすくなっています。

・また、降雨は梅雨時期から台風期に集中しています。東京をはじめとするほとんどの大都市は河川の氾濫区域に存在し、その多くが軟弱地盤の

上にあります。

・加えて世界のマグニチュード６超の地震の約２割は日本で発生し、活火山の約１割が日本に集中しています。

5

Ⅱ 個別テーマ：災害への備え
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［2016.4］
平成28年熊本地震

［2018.7］
平成30年７月豪雨

［2018.9］
平成30年北海道胆振東部地震

［2018.6］
大阪府北部地震

［2016.10］
鳥取県中部地震

［2017.7］
平成29年7月九州北部豪雨

［2015.9］
平成27年9月関東・東北豪雨

［2014.9］
御岳山噴火

［2014.8］
平成26年8月豪雨

［2011.3］
東日本大震災

［2011.7］
平成23年7月新潟・福島豪雨

⽇本は⾃然災害の多い国です。災害発⽣時に被害を最⼩限に抑えつつ、事業を継続・早期復旧するためには、⽇頃から
の災害への備えが重要です。9⽉1⽇の｢防災の⽇｣に向けて、中⼩企業の災害に対する取組みや意識を調査しました。

Ｑ１ 事業所所在地のハザードマップ(洪⽔、⼟砂災害等)を確認していますか。

■ 60％以上
■ 50～60％未満
■ 50％未満

｢ハザードマップを確認している｣と
回答した企業の割合

・ハザードマップを｢確認している｣が56％となりました。
・ ｢確認している｣を業種別にみると、｢不動産・物品賃貸業｣が70％と最も多く、次いで｢医療・福祉

業｣が66％、｢情報通信業｣が64％となりました。
・ 都道府県別でみると、近年、⾃然災害による⼤きな被害を受けた地域をはじめ、｢南海トラフ地震｣

の被害が⼤きいと想定されている太平洋側で｢確認している｣が多くなりました。

＜都道府県別＞

(％)
ｎ=7,236

確認している

存在を知らない

確認方法が

分からない

確認する

時間がない

確認する必要がない

＜業種別＞
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19

9

12

農林漁業（n=57）

建設業（n=1,689）

製造業（n=1,345）

情報通信業（n=127）

運輸業（n=262）

卸売業（n=760）

小売業（n=857）

不動産・物品賃貸業（n=419）

宿泊・飲食サービス業（n=166）

医療・福祉業（n=204）

その他サービス業（n=1,053）

(％)

■ 国土交通省ハザードマップポータルサイト
https://disaportal.gsi.go.jp/

参考情報

https://disaportal.gsi.go.jp/
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・｢実施している取組み｣では、｢データのバックアップ｣が45％と最も多く、次いで｢安否確認⼿段の
整備・周知｣が43％となりました。

・｢今後実施したいこと｣では、｢備蓄の確保(⽔・⾷料等)｣が30％と最も多く、次いで｢安否確認⼿段の
整備・周知｣が29％となりました。

災害への備えとして｢実施している取組み｣｢今後実施したいこと｣は何ですか。

45 43
38

34

15 15 14 13 11 5
23

29 30

19
23

18 18 13 17 9

データの
バックアップ

安否確認
手段の

整備・周知

備蓄の確保
(水・食料等)

避難場所の
確保

建物や塀
などの

耐震性の
確認・補強

資金調達
方法の確保
(災害時の

金融支援等)

棚・ＯＡ
機器など
の固定

燃料の確保 他企業や
関係団体

との
協力体制の

構築

生産・物流・
保管拠点等
の複数化

実施している取組み(n=6,384) 今後実施したいこと(n=4,840) ※複数回答
(％)

自然災害で被災経験のある経営者の声

● ｢飲料水、食糧、トイレ｣の準備は必須。ほか、｢ブルーシート、ダンボール、レジ袋｣があると便利 (北関東／建設)

● コンビニ等の商品はすぐに無くなるため、自身で２、３日程度分の食料衣服等の準備が必要 （南関東／サービス）

● 熊本地震時に水道が復旧する前に事業を再開したため、｢飲料水・生活用水・簡易トイレ｣がとても重要だった (九州・沖縄／建設)

災害への備えとして｢日頃から準備しておいた方がよいこと｣｢準備していなくて困ったこと｣ (自由回答)

水・食料の確保／117人１位

ガソリン・燃料の確保／56人2位

● ｢移動手段のための車・燃料｣や｢自家発電機用の燃料｣は必須 (東北／サービス) 

● ガソリンスタンドが約３時間待ちになり困った経験から、ガソリンは常に一定量を満たしておくことにしている (南関東／建設) 

● 電気が利用出来ないと何も出来ない。自家発電装置は用意しておいたほうが良い （北海道／建設）

● 正確な災害状況の把握や安否確認などのために、電池やバッテリーの準備が不可欠だと痛感した （東北／サービス）

電源の確保(自家発電・電池)／51人3位

● 工場が被災したが、損害保険に加入していなかったため修理が大変だった (北関東／製造) 

● 各種保険を見直し、更新漏れがないか、現状にきちんと対応できてるかを確認しておくことが重要 （関西／卸・小売）

損害保険の加入／27人4位

● 災害時はまず、どれだけ早く従業員の安否確認ができるかが重要なため、連絡手段は複数用意しておくべき (東北／建設）

● 社内緊急連絡網の情報更新など、従業員や取引先の安否確認手段を整備しておくことが必要 (南関東／卸・小売)

安否確認手段の整備／23人5位

その他

● ハザードマップを熟知し、避難勧告に迅速に対応する意識を持つことが必要 (北関東／建設)

● 事業用パソコンなどのデータのバックアップはやっておかないと大変なことになる。分散保存が有効 （九州・沖縄／建設）

● 津波警報時に高台に避難しようとしたが、渋滞のため時間を要した。道路・交通状況の確認方法が重要 (九州・沖縄／卸・小売)

● 水害の被害を最小限にするため、重要機器・機械は２階に設置している (関西／製造)

● 事業場が浸水したが、コンセントの位置を高くしていたため、パソコン等の精密機械の被害がほとんどなかった (四国／建設)

● 災害により仕事が無くなり、２ヵ月くらい収入が減少し苦労した。運転資金などの金銭面の準備が必要 （東北／卸・小売）

● 災害時は地域との連携が必須なので、日頃より近隣住民と顔が見える付き合いをしたほうが良い （東北／建設）



38

48

14

災害への備えとして、他企業や関係団体との協⼒体制の構築に向けた取組みを実施していますか。
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37 35

18 17 16 12
6

同業他社 自治体
(市町村等)

グループ
企業

地域内
企業

経済団体や
同業団体等

グループ
企業以外の

企業

その他の
機関

53

34

24
16

12 11
8 8

防災情報
の共有

災害発生
時の被災
状況等の
連絡体制
の構築

合同防災
訓練

の実施

不足人材
の派遣等
人的な

支援体制
の構築

防災用品・
燃料等の
共同備蓄
の実施

燃料・
原材料の
提供等
物的な

支援体制
の構築

代替施設・
代替設備

等の
相互利用

一定の
在庫保有
の相互

取り決め
の実施

取組み内容

(％)
ｎ=7,152

連携に

取組んでいる

関心がない

関心はあるが、

取組んではいない

連携相手

｢災害発⽣前の備え｣や｢災害発⽣後の事業継続⽀援｣について、⾏政に期待することは何ですか。

・｢災害発⽣前の備え｣では、｢災害発⽣時の情報提供⽅法の周知｣が54％と最も多くなりました。
・｢災害発⽣後の事業継続⽀援｣では、｢被災状況の情報提供｣が25％と最も多くなりました。

54

32
24 19 16 3

25
24 20 14 11 4 3

災害発生時
の情報提供
方法の周知

救急医療
体制の
整備

建築物の
耐震診断・

補強の
補助金

公共
交通網の
耐震整備

ハザード
マップの
情報更新

高台移転
の補助金

被災状況の
情報提供
(災害の

規模・交通
状況等)

ﾗｲﾌﾗｲﾝ
・交通

インフラ
復旧時期の
情報提供

物資の
提供

融資条件の
緩和・

助成金制度
の充実

融資・
助成金

手続きの
簡素化

手形・
小切手の
不渡報告
への掲載
猶予等

金融支援

復興のため
の都市計画

(建築
制限等)

n=6,989
※複数回答

(％)

Ｑ４

災害発生前の備え 災害発生後の事業継続支援

ｎ=2,687
※複数回答

(％)

ｎ=2,538
※複数回答

(％)

Ｑ３

・｢他企業・団体との連携状況｣では、｢連携に取組んでいる｣が38％、｢関⼼はあるが取組んではいない｣ が
48％となりました。8割以上の企業が｢他企業・団体との連携｣に関⼼を持っていることがうかがえます。

・業種別でみると、｢連携に取組んでいる｣は社会インフラの復旧に関わる｢建設業｣が45％と最も多く
なりました。

・連携に取組んでいる企業の｢連携相⼿｣は、｢同業他社｣が37％と最も多く、次いで｢⾃治体(市町村等)｣
が35％となりました。

・連携に取組んでいる企業の｢取組み内容｣は、｢防災情報の共有｣が53％と最も多く、次いで｢災害発⽣
時の被災状況等の連絡体制の構築｣が34%となりました。

30

45

34

39

55

42

51

48

15

12

15

14

製造業

（n=1,336）

建設業

（n=1,686）

卸・小売業

（n=1,586）

サービス業

（n=2,197）

＜業種別＞



8

5

34

27

58

68

2018.11
(n=3,710)

2019.7
(n=6,631)

8

Ｑ５
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・ＢＣＰ策定状況は、｢策定している｣が5％と前回調査(2018.11)に⽐べ▲3ptとなりました。依然として
ＢＣＰの策定が進んでいないことがうかがえます。

・従業員規模別でみると、規模が⼤きいほど｢策定している｣が多くなりました。
・｢策定している｣を業種別でみると、｢情報通信業｣が12％と最も多く、次いで｢運輸業｣が9％、｢製造業｣が

8％となりました。

ＢＣＰ(事業継続計画)※を策定していますか。
※Business Continuity Planの略。企業が⾃然災害などの緊急事態に遭遇した場合に、資産の損害を最⼩限にとどめ、

事業の継続あるいは早期復旧を可能とするため、平常時に⾏うべき備えや緊急時の対応などを取り決めておく計画。

7 93
2017.8

(n=3,737)

(％)

[ 2017 ]  ■ 策定している ■ 策定していない

4

4

8

12

9

5

3

3

2

4

5

27

26

30

42

28

27

25

21

23

31

28

69

70

63

46

64

69

72

77

75

65

67

農林漁業（n=49）

建設業（n=1,551）

製造業（n=1,264）

情報通信業（n=118）

運輸業（n=239）

卸売業（n=700）

小売業（n=762）

不動産・物品賃貸業（n=384）

宿泊・飲食サービス業（n=150）

医療・福祉業（n=175）

その他サービス業（n=968）

＜都道府県別＞

[ 2018 ] ■ 策定している ■ 策定予定 ■ 策定していない

[ 2019 ]  ■ 策定している ■ 策定予定 ■ 策定していない

2

3

4

16

19

27

35

40

79

70

61

45

5人以下
（n=2,940）

6～10人
（n=1,281）

11～20人
（n=1,017）

21人以上
（n=1,328）

＜従業員規模別＞

＜業種別＞

順位 都道府県
ＢＣＰ

策定済(％)
順位 都道府県

ＢＣＰ

策定済(％)

1 静岡 15.1 25 佐賀 4.5

2 京都 9.7 26 島根 4.4

3 山梨 8.6 27 広島 4.3

4 和歌山 8.2
28

大阪 4.0

5 岡山 8.0 埼玉 4.0

6 香川 7.9 30 宮城 3.7

7 愛媛 7.8
31

富山 3.6

8
愛知 7.7 石川 3.6

鹿児島 7.7 33 岐阜 3.5

10 福井 7.1 34 三重 3.4

11 兵庫 7.0
35

栃木 3.3

12
滋賀 6.8 沖縄 3.3

宮崎 6.8 37 山形 2.9

14 高知 6.7 38 福岡 2.8

15
長野 6.3 39 鳥取 2.5

東京 6.3 40 熊本 2.0

17 群馬 6.0 41 青森 1.8

18 徳島 5.6 42 福島 1.6

19
千葉 5.3 43 大分 1.5

茨城 5.3 44 秋田 1.3

21 北海道 5.2 45 岩手 0.0

22 山口 5.1 46 新潟 0.0

23 神奈川 4.9 47 奈良 0.0

24 長崎 4.8

｢ＢＣＰを策定している｣と
回答した企業の割合

■ 7％以上
■ 5～7％未満
■ 3～5％未満
□ 3％未満
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・｢ＢＣＰを策定しようと考える⽀援策等｣では、｢セミナー・説明会などによる説明｣が32％と最も
多く、次いで｢法令で定められている｣が19％となりました。

・ＢＣＰの策定状況別にみると、｢ＢＣＰを策定予定｣と回答した企業では、｢セミナー・説明会などに
よる説明｣が50％と最も多くなりました。｢ＢＣＰを策定していない｣と回答した企業では、｢セミ
ナー・説明会などによる説明｣が25％と最も多かった⼀⽅で、｢⽀援策があっても策定はしない｣が
23％となりました。

どのような⽀援策等があればＢＣＰを策定しようと考えますか。Ｑ６

32

19
12 12 11

7 6 15

38

10 14 17 14 14 15
0

50

17
13

18
15 12 10

0

25
21

12 9 9 5 4

23

セミナー・
説明会など
による説明

法令で
定められ
ている

金融機関・
取引先

からの要請

各種補助金
申請時に

おける加点

金融機関の
金利優遇

専門家
派遣による

マンツーマン
支援

官公庁等の
入札時に

おける加点

支援策が
あっても
策定は
しない

全体(n=6,366） BCPを策定している(n=215） BCPを策定予定(n=1,686） BCPを策定していない(n=4,093）

※複数回答
(％)

■ 中小企業ＢＣＰ策定運用方針(中小企業庁ＨＰ) http://www.chusho.meti.go.jp/bcp/

※中小企業の特性や実状に基づいたＢＣＰの策定方法や継続的な運用方法が、わかりやすく説明されています。

参考情報

48

13
10

6

5

4
15

(参考) ＢＣＰを策定しない理由［2018.11調査］

(％)
n=2,046

策定する方法が

わからない

大きな災害は発生

しないと考えている

策定にコストがかかる

取引先から要請されていない

法令で定められていない

その他

策定する時間がない

■ ｢事業継続力強化計画｣認定制度(中小企業庁ＨＰ) https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/antei/bousai/keizokuryoku.htm

※中小企業が策定した防災・減災の事前対策に関する計画を経済産業大臣が認定する制度です。
認定を受けた中小企業は、税制優遇や金融支援、補助金の加点などの支援策が受けられます。

http://www.chusho.meti.go.jp/bcp/
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/antei/bousai/keizokuryoku.htm
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42

30

17

7

30

40

26

17 5

34

42

28

15 6

31

45

32

15 8

28

44
38

20
13

21

ＳＮＳ(Twitter・LINE等） 電子メール 通信事業者提供の

災害用伝言サービス

安否確認サービス

(事業者提供

のシステム等)

電話以外の方法は

考えていない

全体(n=7,155） 5人以下(n=3,141) 6～10人(n=1,429) 11～20人(n=1,106) 21人以上(n=1,402)

※複数回答
(％)

Ｑ７ 災害時に電話が繋がらない場合の従業員全員の安否確認について、どのように対応する予定ですか。

・｢電話以外の安否確認⼿段｣では、｢SNS(Twitter･LINE等)｣が42％と最も多く、次いで｢電⼦メール｣｢電話
以外の⽅法は考えていない｣が30％となりました。

・従業員規模別でみると、｢SNS｣がいずれの規模でも最も多くなりました。⼀⽅、｢電話以外の⽅法は
考えていない｣では規模が⼩さいほど多くなりました。

専門家意見 海野 晋悟 氏［香川大学 准教授］

｢防災と経済学｣(高い確率で発生が予想される自然災害に対し、各経済主体が防災活動を進めるメカニズム)について研究

●ハザードマップ

災害大国日本において100％安全と言える地域はなく、また、災害の発生を予測することも極めて

困難です。

企業は、災害発生時に従業員の命を守る使命がありますが、ハザードマップの確認状況では｢確認

している｣が56％と十分とは言えません。｢数十年に１度の異常気象｣が｢数年おき｣に発生する昨今、

中小企業経営者は｢自分ごと｣として従業員の命を守ることに真摯に向き合うことが望まれます。

●ＢＣＰ(事業継続計画)

依然としてＢＣＰ策定率は低い状況にあり、策定率向上に向けて早期の対応が必要です。

策定に向けて期待する支援策では｢セミナー・説明会などによる説明｣が最も多く、多忙な中小企業

経営者は｢まずはＢＣＰに関する情報を効率的に収集したい｣と感じています。

中小企業のＢＣＰの策定推進に向けては、行政をはじめ策定支援機関が｢セミナー・説明会｣を

継続的かつ経営者のＢＣＰ意識レベルに応じた内容で開催し、ＢＣＰの必要性や策定方法等を広く・

わかりやすく周知していくなど、中小企業経営者に寄り添った対応を進めていくことが重要です。



(pt)

【参考：DIの推移】

※ＤＩとは、Diffusion Index(ディフュージョン・インデックス)の略で、好転(増加・上昇・過剰)したとする回答割合から、悪化(減

少・低下・不足)したとする回答割合を差し引いた値です。好転と悪化の割合が等しい場合、0となります。

ＤＩ ＝ (増加・好転・過剰などの回答割合) － (減少・悪化・不足などの回答割合)

北海道 東北 北関東 南関東 北陸・甲信越

2月 3月 4月 5月 6月 7月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 2月 3月 4月 5月 6月 7月

業況 2.0 ▲ 0.7 ▲ 1.4 2.6 ▲ 3.4 0.0 ▲ 4.6 ▲ 5.9▲ 11.6▲ 18.0▲ 12.2▲ 14.3 ▲ 3.3 ▲ 9.3 ▲ 9.1 ▲ 5.8▲ 14.2 ▲ 9.3 ▲ 7.9 ▲ 8.5 ▲ 5.3 ▲ 5.6▲ 10.6▲ 13.7 ▲ 7.9 ▲ 8.3 ▲ 4.8 ▲ 9.1▲ 11.4▲ 15.6

地域内
業況

▲ 5.3▲ 15.3▲ 18.0▲ 11.2▲ 20.1▲ 16.1▲ 17.5▲ 24.7▲ 30.8▲ 34.4▲ 35.6▲ 32.5▲ 22.2▲ 21.7▲ 27.9▲ 23.1▲ 29.6▲ 28.4▲ 15.1▲ 19.3▲ 17.0▲ 19.9▲ 21.5▲ 24.7▲ 23.2▲ 25.4▲ 19.2▲ 25.8▲ 32.0▲ 31.8

従業員
過不足

▲ 50.0▲ 44.1▲ 43.7▲ 47.1▲ 52.5▲ 48.3▲ 31.5▲ 37.9▲ 41.9▲ 43.4▲ 37.9▲ 42.9▲ 43.5▲ 46.5▲ 45.1▲ 38.7▲ 37.2▲ 42.9▲ 38.8▲ 41.6▲ 42.0▲ 42.8▲ 35.6▲ 41.5▲ 50.6▲ 50.5▲ 50.2▲ 50.0▲ 45.6▲ 45.5

東海 関西 中国 四国 九州・沖縄

2月 3月 4月 5月 6月 7月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 2月 3月 4月 5月 6月 7月

業況 0.3 ▲ 4.6 ▲ 5.3 ▲ 2.7 ▲ 8.5 ▲ 8.1 6.7 0.2 ▲ 0.6 ▲ 3.0 ▲ 4.5 ▲ 6.6 ▲ 5.2 ▲ 3.5 ▲ 7.6 ▲ 3.2 ▲ 4.2 ▲ 0.5 ▲ 6.8▲ 15.7 5.3 0.9 ▲ 8.0 ▲ 8.5 ▲ 4.6 ▲ 0.3 ▲ 8.1 ▲ 3.2▲ 10.2▲ 11.1

地域内
業況

▲ 4.3▲ 17.1▲ 17.7▲ 16.2▲ 16.4▲ 19.4 ▲ 9.6▲ 15.3▲ 16.9▲ 15.9▲ 22.9▲ 21.1▲ 10.0▲ 11.6▲ 17.6▲ 12.0▲ 14.2▲ 10.6▲ 16.9▲ 21.7 ▲ 7.6 ▲ 9.8▲ 15.7▲ 19.6▲ 11.7▲ 12.0▲ 17.6▲ 13.4▲ 19.6▲ 19.0

従業員
過不足

▲ 47.2▲ 40.8▲ 45.2▲ 45.5▲ 40.7▲ 41.6▲ 37.6▲ 39.6▲ 40.0▲ 41.2▲ 38.4▲ 37.8▲ 50.8▲ 47.7▲ 44.4▲ 45.4▲ 45.7▲ 44.5▲ 43.5▲ 50.4▲ 49.2▲ 41.0▲ 45.7▲ 42.6▲ 46.4▲ 45.5▲ 46.5▲ 46.2▲ 42.4▲ 42.7
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製造業 建設業 卸・小売業 サービス業

2月 3月 4月 5月 6月 7月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 2月 3月 4月 5月 6月 7月

業況 ▲ 6.5 ▲ 5.6 ▲ 8.9 ▲ 7.3 ▲ 13.3 ▲ 15.1 10.4 7.7 8.0 8.8 3.8 4.3 ▲ 17.2 ▲ 19.3 ▲ 19.6 ▲ 21.6 ▲ 23.6 ▲ 24.7 ▲ 0.7 ▲ 1.7 ▲ 2.1 ▲ 1.4 ▲ 4.0 ▲ 6.7

従業員
過不足

▲ 40.8 ▲ 40.3 ▲ 40.1 ▲ 39.7 ▲ 35.9 ▲ 37.9 ▲ 60.7 ▲ 57.7 ▲ 61.5 ▲ 61.3 ▲ 57.0 ▲ 58.0 ▲ 30.0 ▲ 31.3 ▲ 32.0 ▲ 29.5 ▲ 28.7 ▲ 30.2 ▲ 42.1 ▲ 44.9 ▲ 43.1 ▲ 43.7 ▲ 40.5 ▲ 41.6

＜全体＞

＜業種別(直近6ヵ月)＞

＜地域別(直近6ヵ月)＞

5人以下 6～20人 21人以上

2月 3月 4月 5月 6月 7月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 2月 3月 4月 5月 6月 7月

業況 ▲ 12.9 ▲ 13.5 ▲ 16.1 ▲ 14.4 ▲ 19.1 ▲ 19.3 3.5 1.1 0.7 ▲ 0.5 ▲ 2.3 ▲ 4.3 2.5 2.3 6.0 5.8 3.3 1.4

従業員
過不足

▲ 31.4 ▲ 34.3 ▲ 32.2 ▲ 34.0 ▲ 30.5 ▲ 33.2 ▲ 48.2 ▲ 47.8 ▲ 50.3 ▲ 48.1 ▲ 46.4 ▲ 47.3 ▲ 57.2 ▲ 54.9 ▲ 57.8 ▲ 55.9 ▲ 53.8 ▲ 52.4

＜従業員規模別(直近6ヵ月)＞

2015年 2016年 2017年

10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

業況 ▲7.0 ▲7.5 ▲6.6 ▲7.2 ▲9.1 ▲10.6 ▲10.5 ▲11.1 ▲12.1 ▲9.2 ▲9.5 ▲8.5 ▲8.6 ▲6.9 ▲5.1 ▲5.7 ▲4.7 ▲4.5 ▲3.7 ▲4.5 ▲4.1 ▲4.4 ▲4.1 ▲4.3 ▲1.6 ▲1.5 0.2

将来 5.4 5.8 4.7 4.4 1.5 1.4 0.5 2.1 2.5 3.7 3.9 5.1 4.7 6.4 7.6 7.7 8.6 7.2 6.1 6.7 6.5 6.0 6.4 5.4 6.2 6.4 8.0

従業員
過不足

－ － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － ▲35.9 ▲34.0 ▲33.9 ▲35.8 ▲36.2 ▲36.7

2018年 2019年

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月

業況 0.4 0.5 ▲0.3 1.1 0.9 ▲0.8 ▲ 0.4 ▲ 1.1 ▲ 1.5 ▲ 1.0 ▲ 0.9 ▲ 0.6 ▲ 1.4 ▲3.0 ▲4.6 ▲5.4 ▲ 4.9 ▲ 8.9 ▲ 9.8

将来 7.9 8.0 9.0 10.0 10.2 9.3 8.5 6.6 6.7 5.9 6.5 6.6 4.4 5.2 3.0 1.1 0.4 ▲ 2.2 ▲ 0.1

従業員
過不足

▲38.2 ▲37.3 ▲41.8 ▲43.0 ▲40.6 ▲42.7 ▲ 42.0 ▲ 41.4 ▲ 42.1 ▲ 43.2 ▲ 42.2 ▲ 43.5 ▲ 42.1 ▲43.6 ▲43.9 ▲44.2 ▲ 44.0 ▲ 40.7 ▲ 42.1
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